
　

【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成29年２月７日

【四半期会計期間】 第37期第３四半期(自 平成28年10月１日 至 平成28年12月31日)

【会社名】 全国保証株式会社

【英訳名】 ZENKOKU HOSHO Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 石川 英治

【本店の所在の場所】 東京都千代田区大手町二丁目１番１号

【電話番号】 ０３－３２７０－２３００ (代表)

【事務連絡者氏名】 取締役経営企画部長　青木　裕一

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区大手町二丁目１番１号

【電話番号】 ０３－３２７０－２３００ (代表)

【事務連絡者氏名】 取締役経営企画部長　青木　裕一

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
 

 

EDINET提出書類

全国保証株式会社(E09753)

四半期報告書

 1/20



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

 

回次
第36期

第３四半期累計期間
第37期

第３四半期累計期間
第36期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

営業収益 (百万円) 18,951 21,400 31,918

経常利益 (百万円) 14,933 16,145 26,303

四半期(当期)純利益 (百万円) 9,921 10,714 17,204

持分法を適用した場合の
投資利益

(百万円) － － －

資本金 (百万円) 10,684 10,684 10,684

発行済株式総数 (株) 68,860,980 68,860,980 68,860,980

純資産額 (百万円) 66,986 81,417 74,112

総資産額 (百万円) 221,541 247,527 235,520

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 144.29 155.82 250.20

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 144.26 155.77 250.15

１株当たり配当額 (円) － － 55.00

自己資本比率 (％) 30.2 32.9 31.4

営業活動によるキャッシュ
・フロー

(百万円) 11,111 16,403 26,082

投資活動によるキャッシュ
・フロー

(百万円) △9,179 15,003 2,323

財務活動によるキャッシュ
・フロー

(百万円) △3,304 △3,786 △3,304

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 13,866 67,960 40,339
 

　

回次
第36期

第３四半期会計期間
第37期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 44.83 53.30
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)が保有する当社株式を、１株当たり情報の算定上、期中平均株式数の計算にお

いて控除する自己株式に含めております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第３四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国の経済は、雇用・所得環境の改善が続き、個人消費も持ち直しの動きがみ

られるなど緩やかな回復基調が続いたものの、企業収益の改善に足踏みがみられ、海外経済の動向にも懸念が残る

など、先行き不透明な状況で推移いたしました。

住宅市場につきましては、日本銀行のマイナス金利政策、政府の住宅取得支援策などを受け、新設住宅着工戸数

が前年同期を上回り持ち直しの傾向となりました。住宅ローン市場におきましては、住宅ローン金利低下による借

換需要の高まりに落ち着きがみられるものの、依然として金融機関相互による激しい案件獲得競争が続きました。

このような事業環境のもと、当社は、「保証事業の拡大」ならびに「統合リスク管理制度の活用」の課題を中心

に各種施策に取り組んでまいりました。

保証事業の拡大におきましては、既存提携金融機関による当社保証の利用率向上および未提携金融機関との新規

契約締結に取り組んでまいりました。既存提携金融機関による当社保証の利用率向上につきましては、当社保証商

品・事務手続きに関する説明会や勉強会の企画・開催、その後のフォローアップなどの訪問活動を継続し、取引拡

大に努めました。また、住宅ローン獲得に向けた営業推進にお役立ていただくため、例年ご好評いただいておりま

すキャンペーンを、借換・中古購入・リフォーム資金を対象として平成28年11月１日から平成29年１月31日までの

期間にて実施することといたしました。一方、未提携金融機関との新規契約締結につきましては、銀行業態を中心

に外部保証の利用ニーズがある金融機関に対して積極的な営業活動を展開した結果、当第３四半期累計期間におい

て銀行４行、信用金庫２金庫、ＪＡ８組合、労働金庫１金庫の合計15機関と契約締結に至りました。

統合リスク管理制度の活用におきましては、主要なリスクである信用リスク・市場リスク・オペレーショナルリ

スクの計量化を行い、リスク量の推移や変化にあわせた適切な経営管理のため、継続的なモニタリングを実施いた

しました。

こうした取り組みの結果、営業収益は21,400百万円（前年同期比12.9％増）、営業利益は15,421百万円（前年同

期比9.1％増）、経常利益は16,145百万円（前年同期比8.1％増）、四半期純利益は10,714百万円（前年同期比8.0％

増）となりました。

なお、当社は信用保証事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べて5.1％増加し、247,527百万円となりました。

流動資産は、前事業年度末に比べて4.5％増加し、184,276百万円となりました。これは有価証券が減少したもの

の、現金及び預金が増加したことなどによります。

固定資産は、前事業年度末に比べて6.9％増加し、63,250百万円となりました。これは投資有価証券、長期預金が

増加したことなどによります。

負債合計は、前事業年度末に比べて2.9％増加し、166,109百万円となりました。

流動負債は、前事業年度末に比べて13.2％減少し、23,497百万円となりました。これは未払法人税等が減少した

ことなどによります。

固定負債は、前事業年度末に比べて6.2％増加し、142,612百万円となりました。これは長期前受収益が増加した

ことなどによります。

純資産合計は、前事業年度末に比べて9.9％増加し、81,417百万円となりました。これは利益剰余金が増加したこ

となどによります。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、営業活動により16,403

百万円、投資活動により15,003百万円それぞれ増加し、財務活動により3,786百万円減少した結果、前事業年度末よ

り27,620百万円増加し、67,960百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、増加した資金は16,403百万円となりました。主な増加要因は税引前四半期純利益15,690百万

円、長期前受収益の増加額8,261百万円等であります。一方、主な減少要因は法人税等の支払額8,090百万円等であ

ります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、増加した資金は15,003百万円となりました。主な増加要因は定期預金の払戻による収入100,450

百万円、有価証券の売却及び償還による収入10,700百万円等であります。一方、主な減少要因は定期預金の預入に

よる支出86,250百万円、投資有価証券の取得による支出7,178百万円、有価証券の取得による支出7,000百万円等で

あります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、減少した資金は3,786百万円となりました。主な減少要因は配当金の支払額3,786百万円等であ

ります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年２月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 68,860,980 68,860,980
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定のな
い、当社における標準と
なる株式であります。
単元株式数は100株であ
ります。

計 68,860,980 68,860,980 ― ―
 

（注）提出日現在発行数には、平成29年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

自　平成28年10月１日
至　平成28年12月31日

― 68,860,980 ― 10,684 ― 618
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日である平成28年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成28年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　　　　300

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 68,854,800 688,548
完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない、当社における標準
となる株式であります。

単元未満株式 普通株式　　　5,880 ― ―

発行済株式総数 68,860,980 ― ―

総株主の議決権 ― 688,548 ―
 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）の信託財産として資産管理

サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式99,600株（議決権の数996個）を含めておりま

す。

 

② 【自己株式等】

    平成28年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

(自己保有株式)
全国保証株式会社

東京都千代田区大手町
二丁目１番１号

300 ― 300 0.00

計 ― 300 ― 300 0.00
 

（注）株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する

当社株式99,600株は、上記自己株式に含めておりません。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期財務諸表等規則第４条の２第３項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成28年10月１日から平成28年

12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

  なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次の通りであります。

  資産基準                   0.0％

  売上高基準                 0.6％

  利益基準                 △0.2％

  利益剰余金基準             0.0％

  ※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 149,289 159,710

  求償債権 11,989 12,819

  有価証券 7,077 4,871

  金銭の信託 10,291 10,118

  未収入金 352 324

  前払費用 45 34

  繰延税金資産 3,870 3,365

  その他 262 341

  貸倒引当金 △6,802 △7,310

  流動資産合計 176,377 184,276

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 194 196

    減価償却累計額 △121 △129

    建物（純額） 72 67

   車両運搬具 55 56

    減価償却累計額 △26 △29

    車両運搬具（純額） 28 26

   工具、器具及び備品 350 355

    減価償却累計額 △249 △257

    工具、器具及び備品（純額） 100 98

   土地 4 4

   有形固定資産合計 206 196

  無形固定資産   

   ソフトウエア 405 330

   ソフトウエア仮勘定 － 35

   その他 3 3

   無形固定資産合計 409 370

  投資その他の資産   

   投資有価証券 50,374 52,811

   関係会社株式 9 9

   長期預金 6,000 8,000

   長期前払費用 72 64

   前払年金費用 5 14

   繰延税金資産 1,451 1,169

   その他 614 615

   投資その他の資産合計 58,527 62,684

  固定資産合計 59,143 63,250

 資産合計 235,520 247,527
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  前受収益 13,476 14,289

  預り金 33 71

  未払金 853 818

  未払法人税等 4,357 584

  賞与引当金 209 116

  債務保証損失引当金 ※1  8,006 ※1  7,603

  株主優待引当金 126 －

  その他 8 12

  流動負債合計 27,071 23,497

 固定負債   

  長期前受収益 134,302 142,563

  株式給付引当金 33 48

  固定負債合計 134,336 142,612

 負債合計 161,407 166,109

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 10,684 10,684

  資本剰余金 618 618

  利益剰余金 63,242 70,169

  自己株式 △267 △267

  株主資本合計 74,278 81,205

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 △221 120

  評価・換算差額等合計 △221 120

 新株予約権 56 91

 純資産合計 74,112 81,417

負債純資産合計 235,520 247,527
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

営業収益   

 収入保証料 18,882 21,298

 その他 69 102

 営業収益合計 18,951 21,400

営業費用   

 債務保証損失引当金繰入額 1,432 2,146

 貸倒引当金繰入額 △367 △325

 給料手当及び賞与 1,154 1,202

 賞与引当金繰入額 103 116

 減価償却費 145 151

 その他 2,343 2,687

 営業費用合計 4,811 5,978

営業利益 14,140 15,421

営業外収益   

 受取利息 595 529

 受取配当金 129 137

 金銭の信託運用益 39 27

 その他 46 41

 営業外収益合計 810 736

営業外費用   

 支払手数料 12 11

 その他 5 1

 営業外費用合計 18 12

経常利益 14,933 16,145

特別損失   

 投資有価証券売却損 － 119

 投資有価証券評価損 － 334

 特別損失合計 － 454

税引前四半期純利益 14,933 15,690

法人税、住民税及び事業税 3,914 4,341

法人税等調整額 1,097 634

法人税等合計 5,011 4,976

四半期純利益 9,921 10,714
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 14,933 15,690

 減価償却費 145 151

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 363 508

 賞与引当金の増減額（△は減少） △75 △92

 債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △1,669 △403

 株主優待引当金の増減額（△は減少） △69 △126

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △42 －

 前払年金費用の増減額（△は増加） － △8

 株式給付引当金の増減額（△は減少） 15 15

 受取利息及び受取配当金 △724 △667

 金銭の信託の運用損益（△は益） △39 △27

 投資有価証券売却損益（△は益） － 119

 投資有価証券評価損益（△は益） － 334

 求償債権の増減額（△は増加） △1,163 △829

 前受収益の増減額（△は減少） 702 812

 未払金の増減額（△は減少） △1,754 △1

 長期前受収益の増減額（△は減少） 7,211 8,261

 その他の資産・負債の増減額 201 102

 小計 18,034 23,838

 利息及び配当金の受取額 657 655

 法人税等の支払額 △7,580 △8,090

 営業活動によるキャッシュ・フロー 11,111 16,403

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △88,850 △86,250

 定期預金の払戻による収入 85,955 100,450

 有価証券の取得による支出 △8,000 △7,000

 有価証券の売却及び償還による収入 7,000 10,700

 金銭の信託の解約及び配当による収入 93 185

 有形固定資産の取得による支出 △50 △44

 有形固定資産の売却による収入 2 1

 無形固定資産の取得による支出 △68 △94

 投資有価証券の取得による支出 △5,864 △7,178

 投資有価証券の売却及び償還による収入 30 4,234

 投資不動産の売却による収入 48 －

 投資不動産の賃貸による支出 △0 －

 投資不動産の賃貸による収入 0 －

 吸収分割による収入 524 －

 投資活動によるキャッシュ・フロー △9,179 15,003

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 0 －

 自己株式の取得による支出 － △0

 配当金の支払額 △3,304 △3,786

 財務活動によるキャッシュ・フロー △3,304 △3,786

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,372 27,620

現金及び現金同等物の期首残高 15,238 40,339

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  13,866 ※１  67,960
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【注記事項】

(会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び

構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当第３四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響は軽微であります。

 

(追加情報)

(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四半

期会計期間から適用しております。

 
(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引)

(1) 取引の概要

当社は、当社の株価や業績と従業員等(当社の従業員並びに当社子会社の取締役及び従業員を含む、以下同

じ。)の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従

業員等の意欲や士気を高めるため、従業員等に対して当社の株式を給付するインセンティブ・プラン「株式給

付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」(以下、「本制度」という。)を導入しております。

本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした従業員等に対し当社株式を給付

する仕組みです。

当社は、従業員等に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権の取得をした

ときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員等に対し給付する株式については、予め信

託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理しております。

(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前事業年度266百万円、99,650株、当第３

四半期会計期間266百万円、99,650株であります。

 
(四半期貸借対照表関係)

※１　偶発債務

保証債務残高は次の通りであります。なお、延滞利息については見積りが不能であるため含めておりません。ま

た、当第３四半期会計期間の保証債務残高のうち、一部は推計値であります。

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成28年12月31日)

住宅ローン等に対する保証債務 10,000,122百万円 10,678,595百万円
 

債務保証損失引当金 8,006 〃 7,603 〃

差　引 9,992,115百万円 10,670,992百万円
 

 

(四半期損益計算書関係)

１　営業収益の季節的変動

前第３四半期累計期間(自 平成27年４月１日　至 平成27年12月31日)及び当第３四半期累計期間(自 平成28年４

月１日　至 平成28年12月31日)

当社では、生命保険会社に対する団体信用生命保険の取次ぎに伴う収入保証料が第４四半期会計期間に集中す

るため、第４四半期会計期間の営業収益が他の四半期会計期間の営業収益と比較して多くなる傾向にあります。

このため、事業年度の営業収益に占める第３四半期累計期間の営業収益は相対的に少なくなっております。
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の通りであ

ります。

 
前第３四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

現金及び預金 112,615百万円 159,710百万円

有価証券のうち３ヶ月以内に満期日の
到来する公社債投資信託等

7,000 〃 － 〃

有価証券勘定に含まれる譲渡性預金 1,000 〃 1,000 〃

計 120,616百万円 160,710百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △106,750 〃 △92,750 〃

現金及び現金同等物 13,866百万円 67,960百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月19日
定時株主総会

普通株式 3,305 48.00 平成27年３月31日 平成27年６月22日 利益剰余金
 

(注)　平成27年６月19日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)が保有する当社株

式に対する配当金４百万円が含まれております。

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

　

当第３四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月17日
定時株主総会

普通株式 3,787 55.00 平成28年３月31日 平成28年６月20日 利益剰余金
 

(注)　平成28年６月17日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)が保有する当社株

式に対する配当金５百万円が含まれております。

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

前事業年度末(平成28年３月31日)

(単位：百万円)

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 有価証券及び投資有価証券 57,005 60,837 3,832

(2) 長期預金 6,000 5,820 △179
 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1) 有価証券及び投資有価証券

　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価格に

よっております。

　　　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、注記事項「有価証券関係」を参照くださ

い。

(2) 長期預金

　　　長期預金については、取引金融機関から提示された価格によっております。

　

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額

(単位：百万円)

区分 貸借対照表計上額

非上場株式(※) 156

組合出資金(※) 291

子会社株式(※) 9

合計 456
 

(※) これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の

対象とはしておりません。

　

(注３) 保証債務については、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価の注記を省略しております。

 

当第３四半期会計期間末(平成28年12月31日)

有価証券及び投資有価証券、長期預金が、会社の事業の運営において重要なものであるため記載しております。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（(注２)を参照ください）。

(単位：百万円)

 四半期貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 有価証券及び投資有価証券 57,135 60,306 3,170

(2) 長期預金 8,000 7,674 △325
 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1) 有価証券及び投資有価証券

　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価格に

よっております。

　　　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、注記事項「有価証券関係」を参照くださ

い。

(2) 長期預金

　　　長期預金については、取引金融機関から提示された価格によっております。
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(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の四半期貸借対照表計上額

(単位：百万円)

区分 四半期貸借対照表計上額

非上場株式(※) 256

組合出資金(※) 291

子会社株式(※) 9

合計 556
 

(※) これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の

対象とはしておりません。

　

(注３) 保証債務については、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価の注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

前事業年度末(平成28年３月31日)

１．満期保有目的の債券

(単位：百万円)

 貸借対照表計上額 時価 差額

国債・地方債等 25,008 28,632 3,623

社債 16,139 16,358 218

その他 2,500 2,489 △10

計 43,648 47,480 3,832
 

 

２．その他有価証券

(単位：百万円)

 貸借対照表計上額 取得原価 差額

株式 1,913 2,252 △339

その他 11,443 11,419 24

計 13,356 13,671 △314
 

(注) 非上場株式(貸借対照表計上額156百万円)及び組合出資金(貸借対照表計上額291百万円)については、市場価格が

なく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりませ

ん。

 

当第３四半期会計期間末(平成28年12月31日)

満期保有目的の債券及びその他有価証券が、会社の事業の運営において重要なものであるため記載しております。

１．満期保有目的の債券

(単位：百万円)

 四半期貸借対照表計上額 時価 差額

国債・地方債等 24,967 28,146 3,178

社債 19,179 19,183 3

その他 2,500 2,488 △11

計 46,647 49,818 3,170
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２．その他有価証券

(単位：百万円)

 四半期貸借対照表計上額 取得原価 差額

株式 2,176 1,943 232

その他 8,312 8,365 △53

計 10,488 10,309 179
 

(注) １．非上場株式(四半期貸借対照表計上額256百万円)及び組合出資金(四半期貸借対照表計上額291百万円)につい

ては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証

券」には含めておりません。

２．上表の「その他有価証券」の株式について、334百万円減損処理しております。

なお、時価のある有価証券の減損処理にあたっては、第３四半期末における時価が取得原価に比べ50％以上

下落した場合にはすべて減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と

認められた額について減損処理を行っております。また、時価のない有価証券については、実質価額が著し

く低下した場合に減損処理を行っております。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)及び当第３四半期累計期間(自 平成28年４月

１日 至 平成28年12月31日)

当社の事業は、信用保証事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下の通りであります。

 

項目
前第３四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 144.29円 155.82円

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額(百万円) 9,921 10,714

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 9,921 10,714

普通株式の期中平均株式数(株) 68,760,654 68,761,038

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 144.26円 155.77円

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(株) 14,947 23,636

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

(注)　株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)に残存する当社株式は、１株当

たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第３四半期累計期間

100,085株、当第３四半期累計期間99,650株であります。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年２月２日

全国保証株式会社

取締役会 御中

　

太陽有限責任監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   桐   川         聡   ㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   石   井   雅   也   ㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている全国保証株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第37期事業年度の第３四半期会計期間（平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、全国保証株式会社の平成28年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第３四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。
　
　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

　
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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